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日本の内閣総理大臣とアメリカ大統領制
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1)はじめに

日本は議院内閣制を政治機構として採用している。アメリカ合衆国-以下アメリカという

-は大統領制を採用している。議院内閣制というのはイギリスの歴史の所産であるといわれ

ている。アメリカの大統領制は1787年各邦(state)の代表者が54(55?名集合して創造したも

のである。1)

日本は日本国憲法-以下憲法という-を制定するにあたって,中央政府は天皇制を存続さ

せようとして,イギリス流の議院内閣制を採用した。2)

ここで注目すべきことは,日本の内閣制度はアメリカ大統領制の影響があるということであ

る。

アメリカの大統領と日本の内閣総理大臣との比較において,どちらがリーダーシップ

(leadership)-(指導力)を発揮できるかがよく問題となる。アメリカの大統領よりも,冒本の

内閣総理大臣の方が強力なリーダーシップを発揮できるように出来ていると思うOその理由は,

たしかに,日本の内閣制度はイギリス流の議院内閣制である。日本の内閣制度を詳細に調べて

みると,イギリス流の議院内閣制に,アメリカ大統領制のよい点を取り入れてあると思う。そ

のよい点というのは内閣総理大臣がリーダーシップを発揮しやすいように仕組まれていること

である。そして,現代社会を乗り切れるようになっている。ここでいう,現代社会というのは

複雑なものである,すなわち,資本主義社会は物質文明には大いに貢献した。例えば,通信機

器とか交通機関は大いに発達した。その反面,病理現象もある,その病理現象というのは,国

民大衆の貧困である。このような社会を現代社会といったのである。この社会では貧困問題が
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最大の課題である。この貧困問題を解決するためには,時の指導者には強力なリーダーシップ

を発揮してもらう必要がある。з)

そこで思うことがある。アメリカは1929年世界大恐慌後の危機状態は,ニュー・ディール

(NewDeal)政策を打ち出して立ち直った。この経験で, F. D.ルーズヴェルト(F.D.

Roosevelt)のリーダーシップこそ,アメリカを救ったことを学んだ。注意をする必要のあるこ

とは, F. D.ルーズヴェルト大硫領も,連邦議会と連邦最高裁判所という政治制度上,大きな

障害があることを思い知らされるのである。

日本の憲法制定のときのことを考えてみると,次のような事実がある。ニュー・ディール政

策を遂行していた,いわゆる,ニューディーラー(NewDealers)が日本に来ていた。その人達

が憲法制定の作業にたずさわったのである。極言すれば,日本の現行憲法はニューディーラー

が作ったものである。もちろん,日本人の学説・思想・歴史は十分考慮されている。それに加

えて,世界の憲法史,憲法思想史の潮流も十分に取り入れられている。4)

この小論で注目している,内閣総理大臣のリーダーシップに視点をあわせてみる。イギリス

の議院内閣制においては閣僚は全て議員で占められることになっている。日本の憲法では,閣

僚の過半数は議員であることが必要である。あとの閣僚は民間人でもよいことになっている。

この点も,アメリカの大統領制を取り入れた例である。5)

このアメリカ大統領制の影響があるというのは,イギリスのように議員のなかから全ての閣

僚を選ぶとすると,どうしても,人数的に能力,専門知識,指導力に限界がある。しかし,ア

メリカのように閣僚を全て民間人のなかから選ぶとなると有能な人物を選ぶことができる。

日本は,イギリス流の議院内閣制を採用した。しかも,それに,アメリカ大統領制の長所を

取り入れている。よって,日本の内閣総理大臣は,イギリスの首相よりも,アメリカの大統領

よりも,リーダーシップが発揮しやすいように制度化されている。

2)イギリス流の内閣制度

憲法が議院内閣制を採用したのは,天皇制との調和を考えてのことであろう。このように,

日本の場合,中央政府は議院内閣制であるが,地方公共団体,いわゆる,都道府県・市町村

は,アメリカ大統領制の変型である。法律レベル(ieVei)では,つぎの2点が,アメリカ大統

領制的ではない,すなわち, (1)議会(地方)には長の不信任決議権がある。 (2)長には議会

(地方)の解散権が認められていることである。これは議院内閣制の要素がみられるところであ

る。6)

アメリカ人は大統領制が基本的人権を守るには最高の政治機構であると考えている。そして,

その制度を世界の国々に輸出をして,民主主義・自由主義を普及させる努力をしている。冒本

も,本来なら大統領制を採用させ,厳格な権力分立制を中央政府の政治機構としようと思って

いた。その根拠は,次のような指摘からわかる。アメリカにおいては「執行部を独任制とする
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か合議制とするかは17(18?)世紀末のアメリカ合衆国憲法制定以来,憲法立法において常に問

題とされた。わが憲法起草過程においても,マッカーサー草案起草の過程において独任制論と

合議制論とが対立し,両論の妥協として現行制度が択ばれたのであって, 『内閣』を各大臣集

合体的にも,組織的統一体的にも把えうるという不透徹さはこのような事情にでている」,この

ように,日本の憲法制定にあたって,アメリカは大統領制をつよく意識していた。7)

日本には,日本の国民感情があった。それは天皇制の維持である。この点,すでに指摘した。

ちなみに,日本は第二次世界大戦の終了に際して,天皇制の存続を最後まで主張した。日本は

1945　昭和20)年8月10日には敗戦を覚悟した。その際には, 「ポツダム宣言を『天皇の国家統

治の大権を変更するの要求を包含し居らざることの了解の下に受諾す』との条件付受諾をした」

のである。記憶をしておかなければならないことは, 「ポツダム宣言の原案では,日本専門家た

ちの意見を入れて,天皇制存続の保障が明記されていたが,最終的にはそれが削除された。」 8)

このような事情で,憲法は天皇制の存続を考えて,イギリス流の議院内閣制を採用すること

とした。憲法上の規定にはイギリス流の議院内閣制に,アメリカ大統領制のよいところが付け

加えられている。すなわち,大臣の過半数が国会議員から選出し,あとは,民間人でもよいこ

ととなっている。この点,イギリスの議院内閣制では大臣は必ず議員であるというのが原則で

ある。歴史上には例外もあった。例えば,グラッドストーン(Gladstone)は議員ではなかった

が8ケ月間植民地大臣(1845-1846年)の職についていたことがあった。しかし, 「役目つく諸

大臣は上院議員か下院議員かであるというのは明確な慣習である。」 9)

アメリカのばあいは, 「内閣」という言葉は憲法上の規定にはない。憲法制定会議のときに

は,一つの議論としてはあった。10)ァメリカ合衆国憲法-以下連邦憲法という一には条文とし

てはないが,憲法慣習としては存在する。アメリカ史上最初の「内閣」ができたのは,初代大

統領のG.ワシントン(G.Washington)の在任中であった。 「G.ワシントン大統領は就任後,

国務長官にトーマス・ジェフアソ(ス)ン(Thomas Jeffersonj,財務長官にアレクサンダー・

ハミルトン(Alexander Hamilton),戦争長官にヘンリー・ノックス(Henry KnOⅩ),司法長

官にユドマンド・ランドルフ(EdOmundJ.Randolрh)を任命し,大統領と4長官で内閣を構

成した。」それ以来,アメリカにおいては内閣があることを誰れもが認めている。現在では約20

名のメンバー(member)で構成されている。11)

連邦憲法上は行政権の担当者は大統領一人だけである。 「行政権は,アメリカ合衆国大統領

に属する」 (第2条第1節第1項)とある。内閣というのは閣僚が集って討議する閣僚会議で

はあるが,それは,単なる諮問機関であって,政策決定機関ではない。アメリカの場合,大統

領が政策の最終・最高の決断をするのである。12)

大統領と閣僚との間の権限の格差は非常に大きい。かつて, A.リンカーン(A.Lincoln)が

言ったという言葉がある。 「7対1よって可決されました」というのであるO 「この逸話はアメ

リカ合衆国憲法が行政権を大統領一人に与えているのであって閣僚には与えていないことを如

実に物語っている」,このような内閣を考えてみると,内閣は,大統領を補佐する目的で,大統
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領が補佐官グループ(group)を作って意見を聞いているにすぎないことがわかる。13)

ここで注意をする必要のあることは,行政の範囲である。立法と司法と比較すると行政の仕

事は非常に多い,質・量ともに膨大である。とくに, 20世紀に入ってからの資本主義の変貌に

よる病理現象は深刻である。そこで,国家は社会保障,その他の方法を通じて国民の生活に配

慮を加え,社会的弊害の改善を図っている,すなわち,国家が一般の市民社会に積極的に介入

する点を着目して,このような国家のことを,積極国家というのである。14)

積極国家となったアメリカは,政府の担当する仕事の量も増加の一途をたどっている。そこ

で,大統領を補佐するメンバーも増加している。現在では, 「内閣は大統領・副大統領・各省長

官(14名) ・国連大使　C I A長官・行政管理予算局長(Director Of Office of Management

and Budget),大統領首席補佐官などの約20名で構成されている。」 15)

この閣僚たるメンバーも,全て民間人であって議員ではない。そこで,大統領は全国の有能

な人々の中から自由に閣僚を選ぶことができる。そして, 「閣僚は大統領によって招集されたと

きにのみ閣僚会議で意見を述べるだけである」要するに,大統領の諮問機関である。16)

日本の場合を考えてみると,つぎのようなものである。憲法第68条第1項「内閣総理大臣

は,国務大臣を任命する。但し,その過半数は,国会議員の中から選ばなければならない」と

ある。要するに,過半数の閣僚は議員のなかから,また,あとの閣僚は民間人のなかから起用

できるのである。この点は,アメリカの内閣の閣僚が全て民間人であるという点を取り入れた

ものと思われる。まさに,イギリスの議院内閣制の変型である。

つぎに,イギリスの政治機構に注目すると,イギリスは,もともと議院内閣制である。現在

は内閣政治制となっているといわれている。すなわち,政治の中心が議会から内閣に移ってし

まったことを意味する。まずは議院内閣制に注目しよう。議会は上院と下院との二院制をとっ

ている。上院は,形式的には900名(1997年現在1,223名)近い議員がいる。そのうちで,実質

的に政治活動をしているのは, 85名前後であるといわれている。下院は650名(1998年現在659

名)の議員である。その議員は18歳以上の国民から普通選挙制によって選ばれてくる。そして,

任期は普通5年である。解散によって短縮されることもある。17)

議院内閣制というばあい,議会が政治をおこなう政治制度である。要するに議会が政治をう

ごかす中心である。そして,内閣は連帯して議会に対して責任を負うということになる。この原

則は1721年から1742年までの21年間,実質的にイギリスの初代首相の地位にあったR.ウオ

ルポール(RobertWalpOIе)の時代にほぼ確立したといえる。18)

イギリスの議院内閣制の下では,政治の中心は,議会とはいっても下院である。したがって,

下院における政党が政治の重要な役割を演ずることになる。議院内閣制というのは,必然的に

政党内閣制となる。その点を考慮すれば,下院議員の選挙は同時に首相の選挙でもある。国民

(有権者)が保守党に投票したとすると,その人は保守党の党首に首相になって欲しいという願

いがあると推定されるのである。労働党に投票した国民,すなわち有権者は,労働党の党首に

首相になって欲しいという願いがあると思われる。
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このように考えてゆくと,つぎのような結果となる。下院の選挙の結果,絶対多数の政党の

党首が首相となる,このことは選挙結果から決っていることである。イギリスのばあい,絶対

多数党がないばあいには,つぎの2つの方法をとることとなる。19)

(1)小党分立の状態のときは,まず,政党間で政策協定をする。そこで政策合意ができれ

ば,連立政権を組むこととなる。その前提として,全く政党の怪格の異る政党とは連

立をしない方がよい。例えば,宗教を母体とする,いわゆる宗教政党と,政治思想を

バック(baсk)としたイデオロギー(Ideology)政党などは連立を組まない方がよい。20)

(2)小党分立の状態で連立政権の樹立もできないときは,下院議員の選挙結果として,一

番小さい政党に政権をわたす方法をとる,いわゆる,選挙管理内閣として,今一度,

解散をして,絶対多数の政党の出現に期待をかけるのである。21)

現在のイギリスは労働党内閣である,労働党の党首ブレア(T.Blair)が内閣を組織してい

る。労働党が絶対多数を下院の中で占めているので,安定している。すでにふれたように議院

内閣制は当然のように政党内閣制となる,これは,議院内閣制は政党内閣制と同一であるとい

う考え方からきている。22)

それでは,政党とはどのようなものか考えてみると,まず,政党の定義としては,つぎのよ

うなものである。 「抵抗と合意を媒介として支配する政治組織である。したがって,それは機構

であるとともに運動である。」同一思想・同一主義の共通の政見を実行に移すために政権を取

ることを目標として結ばれた政治団体ということになる。現在の社会においては,政党という

のは人間に例えれば,血液のようなもので,絶対になくてはならない,重要なものであるとい

われている。その政党を最初は敵視された。のちには無視された。現在は重要視されている。

この重要視という意味は,大政党が存在すると政治が安定するから重要である。安定こそ人間

社会の発展の基礎である。国民からすると政治が安定すること願っている。すなわち,一つの

大政党が絶対多数を下院で占めれば,下院議員の任期の5年間は政治が一応安定している。23)

すでにふれたように,下院の中で一つの政党が絶対多数を確保するとなると,党首は首相とな

る。イギリスでは国会主権が政党主権のようになってしまっていることは,政党の支配になっ

ていることにはかならないという指摘は当然といえる。このように政党がバックにいる首相の

地位は非常に強力である。すなわち,首相は,政党の党首という地位で下院を支配する。イギ

リスは小選挙区制である。そこで,党員の立場としては,党首と意見を異にして対立すると党

を除名される危険性がある。もし党を除名でもされると,その時は政治生命が危い,次の選挙

では当選できないことになる恐れがある。24)

つぎに,首相は内閣を支配する。首相は閣僚を任命したり,罷免したりする権限をもってい

る。イギリスの内閣は,大臣は議員である必要がある,すでに指摘したように,それは憲法慣

習である。大臣の大半は下院議員である。このことは,議会,とくに下院が政治の中心である

とする,議院内閣制の本質から来ていると思われる。大臣が全部で17名のとき15名以上を下院
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議月で占めることを禁じた法律があった。それは, 1937年の大臣法令である。サッチャー

(Thatcher)首相のときは大臣数が22名であった。そのなかで, 19名が下院議員であった。あ

とのЗ名は上院議員であった。閣外大臣は33名であった。そのうち25名が下院議員で8名が上

院議員であった。25)

このように,首相は自己の政策実現のために内閣を組織する。内閣のメンバーすなわち大臣

の会議を「閣議」という。この閣議は「全会一致主義」を原則とする。首相は自己の意思を通

すこととなる。大臣の側からすると,首相の意見と自分の意見を異にするときは,自分の意見

を引込めるか,辞職覚悟で主張する。そこで,首相の見解を変えさせることは,まれである。

もし,自己の意見が通らなければ辞職するか,大臣を罷免されることになる。

このように考えてゆくと,今や,イギリスの議院内閣制は政党というものを通して,内閣政

治制となっている。要するに,イギリスの政治の中心は議会(下院)ではなくて,内閣である

ということとなる,もっと言えば,首相政治である。首相は内閣を掌握し,下院を支配してい

る。 「かれは国中のほかの誰れよりも政治権力をもっている」ことになる。26)

思うに,イギリスの首相は世界のなかの誰れよりも優越的な地位をもっている。イギリス国

内においても,その地位は誰も挑戦することはできない。国内問題における首相の影響力は西

ヨーロッパ(Europe)と北アメリカのどの政府よりも大きなリーダーシップを発揮している。

イギリスの首相はこのように政治の実権を握っている,その首相には,それなりの資格要件

が要求される。それは,形式的要件と実質的要件がある。まず,前者は,下院議員であれば十

分である。後者の実質的要件が重要である。ここでは三点をとり上げてみよう。 A)大政党の

党首, B)国民から信頼, C)人格者一政治家-である。

A)大政党の党首

現在のイギリスは二大政党を予想していることを考えれば,絶対多数党の党首であることが

必要である。党首であって,自己の所属している政党をコントロール(control)することができ

ること,その必然的な結果として,議会一下院-をコントロールすることができる。そのよう

な人物が首相としてふさわしいのである。首相は,下院の支持の下に内閣をひきいる。そして,

常に反対党の批判をまともに受けて立つ。どのような批判をうけてもそのなかで下院をリード

する。そして,自己の政策を実現するこのことのできる,党首ということである。27)

В)国民からの信頼

国民からの信頼が大切である。下院において支持されていることは必要であるが,世論の支

持が絶対的に必要である。すなわち,閣議決定の法律案を通そうとすると,下院の数さえあれ

ば通過すると思うと,それは誤りである。心すべきことは, 「国民が反対する法律案は通過す

る,しかし,国民が真に反対する法律案は通過しない。」国民が真に反対する法律というのは,

国民が本音で反対するということである。これこそ,世論政治である。そこで,国民から信頼

(6)
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されるためには,つぎの三つのことを守る必要がある。

1)国民の要求に従って行動すること。

2)国民の利益になるような政治をおこなうこと。

З)国の歴史の正しい方向を見失なわないこと。などである。28)

37

C)人格者一政治家

首相は,原則として絶対多数党の党首である。党首は政党の組織の最高の責任者である。下

院の選挙戦では常に中心的な存在である。そして,政党の顔でもある。リーダーとしての党首

には人格者を選ぶ必要がある。国民は選挙に際して,政策を選ぶのではなくて,リーダーとし

ての人格を選ぶのである。政策は国内事情とか国際事情の変化によって変更する必要があるこ

とがある。人格は,どんな社会の変化にも対応できる。それだけの国家的なリーダーの素質が

ある人がふさわしい。29)以上の三点が,イギリスにおける首相の実質的資格要件である。この

実質的資格要件は,日本の内閣総理大臣にも,当然あてはまるものと思われる。

З)アメリカの大統領と内閣制度

アメリカ大統領制の影響の下に日本の現行憲法は内閣総理大臣の地位を形成した。その点を

考えれば,イギリスの首相よりも日本の内閣総理大臣の方がリーダーシップを発揮しやすくで

きているはずである。ここで注意をする必要のあることは,アメリカ大統領は制度的にも議会

(連邦)から,最高裁判所(連邦)よりの反撃をされやすい。したがって,イギリスの首相より

もリーダーシップを発揮しにくいところがある。

この点を明らかにしようと思う。そして,日本の内閣総理大臣は制度的にはリーダーシップ

が発揮しやすいようにできている点を注目するつもりである。アメリカは1787年に約4ケ月を

かけて創造した憲法がある。それを連邦憲法という。連邦憲法は厳格な権力分立を採用してい

る。そもそも,植民地時代は植民地議会があった。そこで採用されていた権力分立制はJ.ロッ

クJ.LoCke)流の権力分立制であった。この上ロックの権力分立制は三権分立であり,立法

権優位のものであった。30)

1787年の憲法制定会議では「憲法の父たち」 (ConstitutionalFathers)は,アメリカの過去

の政治的経験と当時の憲法学説および政治学説を基礎として連邦憲法を制定した。その中で,

過去の政治的経験こそ, J.ロック流の権力分立に対する批判であった。それは議会に対する

不信であった。加えて,植民地時代の執行者,いわゆる,ガバナー(governor)に対する不信

もあった。そこで,かれらは連邦憲法制定に際して独立革命の思想を具現しようと考えた。市

民革命の成果を具体化するため, 「叡知」をめぐらした。連邦憲法はヨーロッパなどの政治機構

の単なる模倣ではない。連合規約下のアメリカの政治と州政治,そして植民地時代の政治的経

験と反省の下に連邦憲法を創造した。かれらは,当時の憲法学説,政治学説,思想史(自然

(7)
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揺)をよく研究した。その結果,モンテスキュー(MOntesquieu)流の権力分立制を採用した。

そこで,連邦憲法の内容は「市民を保護するだけは強力であるが,かれらを圧迫するほど強力

ではない」というものを創造したのである。31)

モンテスキュー流の権力分立というのはつぎのようなものである。権力分立制としては厳格

なものであるといわれている。すなわち,国家権力を三つに分割する。それは,立法権,行政

檀,司法権である。その三権をおたがいに,牽制と均衡(checksandbalances)を保ってい

る。しかも,水平(並列)的なものである。すでにふれた, J.ロック流の権力分立とは相違

がある。これでこそ,自然権的な基本的人権が保障できると考えたのである。この制度の特敬

は誰れにも,一人の人物に権力をゆだねていない,権力が分散的であるというものである。32)

憲法制定会議の結論はつぎのようなものであった。 「1)執行権(行政権)と立法権とを別

人に与えることは,自由な政治の正常かつ自然の特質であること。 2)執行部(行政部)の権

力は自由にとって危険であって,適当な限界内におかれることを要すること。 3)国の元首を

抑制するためには,その権力を限定し,任期を設けるばかりでなく,元首が立法議会に影響を

及ぼす機会をなくす必要があることがそれである。」このような思想の下に,次のような条文と

なった。 「立法権は,合衆国連邦議会に属し,連邦議会は上院および下院で構成される。」 (第

1条第1節) 「行政権は,アメリカ合衆国大統領に属する。」 (第2条第1節第1項) 「司法権

は,最高裁判所および連邦議会が随時制定設置する下級裁判所に属する。」 (第3条第1節)33)

この連邦憲法を二代目大統領J.アダムス(J.Adams)は政府の機能について,次のように

分散性を指摘している。 1)州は,連邦政府に対して均衡を保っている。 2)下院は,上院に

対して均衡を保っている。 3)行政府は,立法府に対して均衡を保っている。 4)司法府は,

州に対して均衡を保っている。 5)司法府は,行政府および立法府に対して均衡を保っている。

6)上院は,大統領に対して均衡を保っている。 7)国民は,政府に対して均衡を保ってい

る。かれの指摘した,この政治機構の分散性が,大統領のリーダーシップを時には阻害する。34)

リーダーシップという点で, W.ウイルスン(W.Wilson)とF.D.ルーズヴェルト(F.D.

Roosevelt)の二人の大統領を取り上げてみることにする。前者は議会(連邦)の反撃で苦労し

た。後者は最高裁判所(連邦)と議会(連邦)の保守性に苦労した。

W.ウイルスンは世論を重視する政治をおこなった。その分,議会を軽視した。そのため議会

からの反撃を受けた。その点を思いおこさせる事件は,国際連盟に加入出来なかったことであ

る。 W.ウイルスンにしてみれば,国際連盟にどうしても加入したかった。しかし,上院の反対

で加入できなかった。それは,上院の通過に必要な投票数の3分の2の多数を8票の差で同意

が得られなかった。35)

連邦憲法は大統領を政治制度の中心においている。しかし,大統領のリーダーシップという

フィルター(filter)をとおしてみると,つぎのようなことがわかる。大統領は議会の協力や最

高裁判所の同意がないときは全く行動がとれない。すなわち,議会,最高裁判所または, 50州

の政府の手続きとか決定に対して,大統領は全然抑制力をもたないことである。36)

(8)



日本の内閣総理大臣とアメリカ大統領制(丹羽) 39

このような,アメリカの政治機構がW.ウイルスンにしてみれば不満であった。かれは,イ

ギリスの政治制度を学者として研究した。イギリスの方が歴史的に無理なく議会(とくに下院)

が発達した。それに加えて政党も,ごく自然に発達している。その政党の力を借りて,首相の

地位が安定し強力である。このような,イギリスの議院内閣制を研究し,あこがれた。そこで,

アメリカの政治制度を批判した。アメリカ大統領制の欠陥と弱点をついた。アメリカ大枕領の

弛位は,イギリス首相と比較して,強力でない。すなわち,議会が非常に強力で,大統領と同

格というより,大統領をコントロールするようなところがあるとまで断言した。そして,その

制度が不満であった。37)

W.ウイルスンは「もし自分の政治手向が憲法違反というなら,あえて憲法違反をしようとい

う」心構えで,政治を実行した。38)

大統領の地位につく人物によって,その制度が変るといわれている。 W.ウイルスンは自分が

大統領として行政権を担当している,その大統領が政治の中心であるべきであると考えて行動

した。実際に議会を支配しようとした。その方法は世論という武器を使った。要するに国民に

直接に訴えて支持を得ようとした。この手段は大統領を世界の指導者とした。この点は成功で

あった。しかし,議員たちが,アメリカ議会とくに上院は地上最強というだけあって, W.ウイ

ルスンは敗北した。それが元で病床に倒れ死を招いている。39)

次に, F..D.ルーズヴェルトの政治状況をみることにする。かれは1933年3月4日に大統領

に就任した。その当時はアメリカの経済情勢は,かって,アメリカが経験したこともないよう

な危機の状況にあった。40)

この世界大恐慌をF.D.ルーズヴェルトは「戦争にまさる危機」と考えていた。そこで,か

れはいう「私は行動計画をもって議会にのぞむつもりであるが,議会が行動せず,かつ,非常

事態が持続するならば『そのばあいには,私は直面する明白な義務をさけようとは思わない』」

と。そこで,かれは大統領に就任後直ちに行動をおこした。議会もかれの前には全く無力であ

った。国民は,かれを支持していた。その世論にささえられて,議会を支配できた。かれが大

統領に就任したあとの100日間は,かれの意図した法律を,ほとんど,無修正で制定できた。41)

この経済危機対策をニュー・ディール政策といっている。このニュー・ディール政策を三期

に分けて考えるのが普通である。第1期はかれが大統領に就任してから1935年6月まで。第2

期はつづく1937年6月まで,第3期は1940年6月までである。この第1期の最初100日は大統

領の発案した法律は,ほとんど無修正で議会を通過した。この時は大統領の前に議員がひれ伏

したといわれている。このときの,かれのリーダーシップは,まさに立法者的であった。のち

にかれはアメリカの分散的な政治機構から,大統領地位の弱さを思い知らされるのである。42)

4年にわたる,ニュー・ディール政策の結果,一般的には,アメリカ経済は恐慌からかなり

立ち直っていると思われていた。大統領自身は,ニュー・ディール政策はまだ完成していない

と思っていた。かれは「国民の3分の1がいぜんとして不十分な住居,不十分な衣服,不十分

な栄養状態にある」と思っていた。そして,ニュー・ディール政策を引き続き推し進めるつも

(9)
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りであった。国民もそれを期待していた。43)

F. D.ルーズヴェルトが打ち出した政策は国民が期待していたものではなかった,それは最

高裁判所改革案であった。この法案の本当のねらいはニュー・ディール政策に対する違憲判決

の対抗処置であった,しかし,かれの説明によれば,最近の最高裁判所の判決傾向にふれるこ

となく,たんに最高裁判所の事務が多く非能率的になっている。その点をふまえて,その能率

化のために裁判官の増員を提案し,その具体策として70歳に達しても退職しない裁判官と同数

の裁判官を任命する権限を大統領に与えること要請したのである。この最高裁判所改革案を当

時の世論を代表して新聞,雑誌等が「裁判所水増法案(Courtpacking bill)」として批判した。

そこで,最高裁判所改革案は,成功しなかったが,大統領の望み通りとなった。それは何人か

の保守的な裁判官が引退した。その結果大統領はニュー・ディール政策に反対しない裁判官を

任命した。かれはニュー・ディール政策を合憲とするための戦いに勝った。44)

F. D.ルーズヴェルトがなぜ最高裁判所改革をしようとしたか,その点を考えれば,最高裁

判所の違憲審査制という機能にある。この機能こそ, 「司法権の優越」とか「裁判官による政

治」とよばれている。この最高裁判所の機能は大統領の行動も,阻害したり,無効にしたりで

きる。しかし,最高裁判所の機能の違憲審査制は国民から,期待され,信頼されている。45)そ

の機能を弱めようとしたのである。

つぎに,議会からの反撃をみることにしよう。最高裁判所をめぐる抗争について,のちに,

F. D.ルーズヴェルト大統領は戦闘には負けたが戦争には勝ったといっている。注意をする必

要のあることは,この最高裁判所問題で,大統領の統率力は確かに弱まった。民主党内でも団

結が崩れはじめた。共和党には,反ニュー・ディール勢力に反撃のチャンス(сhance)を与え

てしまった。 1937年11月には「大統領が特別議会を召集して,いわゆる『7つの小TVA』を含

むいくつかの大胆な改革立法を提案した際,議会は大統領の強い要請にもかかわらず,それを

一つも成立させずに終った。ロ(ル) -ズヴェルトはあたかも見棄てられた指導者のようにみえ

たほどだった。」 46)

大統領と議会の関係で大統領の権限に大きな阻害となるものに,何といっても,連邦議会と

くに,上院である,その連邦議会と大統領の関係を考えてみると,アメリカは承知の通り両院

制をとっている。アメリカの上院議員は世界最強の議会だと自負している。そこで,上院が行

使できる,次の四点に注目してみよう。 ①立法権, ②公務員任命の同意権, ③条約締結の同意

檀, ④弾劾権である。

①立法権

立法権は上院と下院で構成される連邦議会がもっている。アメリカは連邦国家である。した

がって連邦に与えれれている範囲で立法権を行使する。この他,大統領選挙でいずれの候補者

も大統領選挙人(the electoral college)の過半数を得票できなかった場合は下院は大統領を決

定し,上院は副大統領を決定する。など広範囲の権限をもっている。47)

(10)
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②公務員の任命の同意権

大統領は「この憲法に任命に関する特別の規定あるもの以外の,法律をもって設置される他

のすべての合衆国官史(公務員)を指名し,上院の承認(同意)を得て,これを任命する。」

(第2条第2節第2項)この規定は,大統領の権限の乱用を防止する目的であるが,実質的に

は,大統領権限のコントロールということになる。

現在のアメリカ大統領は選ばれた帝王だとまでいわれている。その大統領が人事権を行使し

て公務員を任命する。これこそ,大統領の権力を示すものである。しかし,公務員の任命には

上院の同意が必要である。結果的には,大統領の権限も上院の前では無力となってしまうこと

がある。48)

(彰集約の同意権

条約の締結権は大統領がもっている。 「大統領は,上院の承認(同意)を得て,条約を締結

する権(限)を有する。ただしこの場合には上院の出席議員の3分の2の賛同が必要である」

(第2条第2節第2項)という。この規定によって, W.ウイルスンは議会に敗れて死を招いた

ということは,すでにふれたところである。49) w.ゥィルスンも条約締結権の性格を十分理解

しておれば,失敗を防げたかも知れない。

④弾劾権

弾劾権は議会がもっている。上院は裁判権をもち,下院は訴追権をもっている。その対象と

なるものは,大統領,副大統領を含むすべての公務員である。もし,この裁判で有罪の判決が

でたばあいは職を免ぜられることになる。その犯罪構成要件は,叛逆罪,収賄罪,または,そ

の他の重罪および軽罪である。

以上のような権限を上院はもっている。それらを武器として,大統領の行動をコントロール

している。50)

下院については,大統領を予算面でコントロールしている。すなわち,下院は立法権をもっ

ている。先にもふれたが,大統領の弾劾についての訴追権をもっている。大きなものとして,

法律の制定に関する権限はもちろんであるが,財政についての権限をもっている。この権限で

全ての公務員をコントロールしているといっても過言ではない。51)

大統領と議会の関係で忘れてはならないことに,三選禁止規定がある。すなわち, 「何人も2

回をこえて大統領の職に選出されてはならない」 (修正第22条)この規定の背景には, F. D.

ルーズヴェルトの四選がある。アメリカ史上,二回以上大枕領となった人物は唯一人,かれだ

けである。この四選に対して議会は反撃に出た。それによって1951年に,修正第22条を確定し

ている。
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4)むすびにかえて

日本の内閣総理大臣はイギリスの首相やアメリカの大統領と比較すると,リーダーシップが

とりやすくなっている。日本の議院内閣制はイギリスの議院内閣制の影響もあるし,また,ア

メリカの大統領制の影響もある。日本が事実上,アメリカの占領下にあった,その時,イギリ

ス流の議院内閣制を採用した経緯を考えてみよう。

日本の政治制度の出発点は,やはり,ポツダム宣言である。 「昭和20年10月9日, (戦後最初

の内閣であった)東久適内閣の後をおそって,幣原内閣が成立した。幣原新首相は,同月11

冒,マッカーサー司令部を訪れた。その折の総司令官との対談中に, 『憲法の自由主義化』を

指示された。これがきっかけで, 13日の閣議は, 『憲法問題調査委員会』の設置を決め,松本

桑治氏を担当の国務大臣に指名した。この委員会には,宮沢俊義(東大教授),河村又介(九

州大教授),清官四郎(東北大教授),諸氏も委員として参加し,清水澄,美濃部達吉,野村淳

治の各氏も顧問として加わった。」その顧問として参加していた野村淳治元東大教授は,昭和

20年8月15日は「敗戦」と考えていた。かれは,敗戦圏,日本はポツダム宣言を忠実に実行す

る必要があると主張するのである。かれは「意見書」のなかで,思い切った明治憲法(大日本

帝国憲法)の改正を断行することを進言した。そこでは,民主主義の実現には議院内閣制より

も大統領制の方がより優れていると考えていた。しかし,その卓見も,松本の率いる「憲法問

題調査委員会」には受け入れられなかった。52)

その理由は,おそらく,大統領制と天皇制との矛盾(大統領制では天皇制の存在する余地が

ない)にあると思う。すでに,のべたように天皇制については,アメリカ側もポツダム宣言に

入れるつもりでいたと伝えられている。日本側も,天皇制の維持を条件に戦争の敗北を認める

つもりでいた。53)

松本案の骨子が発表されたが,しかし,全文は未発表であった。それが,毎日新聞によって

スクープ(scoop)されてしまった。その日は昭和21年2月1日であった。総司令部のマッカー

サーは「憲法問題調査委員会」が何を考えているのかを知ることになった。54)

マッカーサー(D. MacArthur)司令官は迅速な対応をとった。 「『お堀端のマッカーサー司令

部で,密室9日間に起草されたのが日本国憲法だ』という言い方がされますが,それは9日間

だけでできたわけではない。」その内容をみると, 「17世紀イギリス革命にまでさかのぼる膨大

な憲法史,憲法思想史の蓄積があった。もっとも近い歴史を言えば,民政局の主流はいわゆる

ニューディーラーたちです。」 55)

ここで作られた草案のことを,マッカーサー草案という。この草案の原案に相当程度の修正

を日本側が加えた。それを,日本政府の「憲法改正草案要綱」として公表した。56)

最初に総司令部側が示したものにはつぎのように示してあった。 「マ草案第56条は, 『総理大

臣及国務大臣ハ国会二議席ヲ有スルト否トニ拘ハラス何時ニデモ法律案ヲ提出シ討論スル目的

ヲ以テ出席スルコトヲ得-・』」とある。57)

(12)



日本の内閣総理大臣とアメリカ大統領制(丹羽) 43

この条文をみるかぎり,大統領制に近いともうけとれる。ここで注目すべきは,昭和21年7

月2日の極東委員会(FarEasternCommission)が発した指令54号がある。それには, 「日本

の新憲法についての基本原則(Basiс principles farANewJapanese Constitution)」には「はっ

きりと首相国民投票制(つまり,大統領制)への可能性にもふれられていた。」 「指令の第3項

bには,つぎのように書いてあった。すなわち, 『内閣総理大臣および国務大臣は,すべてが文

民であり,内閣総理大臣を含めてその過半数は,国会のうちから選ばれ,立法部に対して連帯

して責任を負う内閣を組織する。もし,執行部の長が国民によって選挙されるという政治制度

が採用されるとすれば,内閣員の過半数が立法部のうちから選ばれるという規定は,必ずしも

適用されない。』」前者は議院内閣制的であり,後者は大統領制的である。58)

憲法制定会議に当る第90帝国議会では,天皇制存続のため議院内閣制以外の制度は考えな

かった。審議の対象となっていた憲法草案は,ニューディーラーが作ったことから,つぎの点が

強調されている。内閣総理大臣のリーダーシップを強調すること。今一つは,ニュー・ディー

ル政策の法律が実施できなかったという反省である。すなわち, 「連邦議会が可決した立法が,

保守的な最高裁判所によって次々と違憲とされた苦い経験は,まだ記憶に新たなところであっ

た。このような『司法的寡頭制』の成立は,絶対に防止しなければならない」59)という思いが

あった。そこで,このようなことがないように憲法を制定することであった。

このような背景で出来上ったものが,日本の現行憲法である。それはイギリス流の議院内閣

制である。しかし,アメリカの内閣制のように閣僚を民間人から選ぶということが約半数(過

半数が議員)だけ許される。この点は,アメリカ大統領制の影響である。すなわち,国会議員

では人数において限界があるが,国会議員以外の国民なら,より有能な人材を求めることがで

きる。この点も,内閣総理大臣がリーダーシップを発揮しやすいように工夫されている。つぎ

に,アメリカ大統領制の影響が感じられるものに,内閣総理大臣と国務大臣との地位の上下関

係がある。そこで, A.リンカーンが, 「7: 1よって可決されました」といったという逸話を

思い出す。日本の現行憲法下では「いかに卓越した国務大臣でも,内閣総理大臣をこえること

はできない」といわれている。まず,指名・任命制度が相違している。内閣総理大臣は国会の

指名にもとづいて,天皇が任命する。国務大臣は内閣総理大臣が任命する。加えて,内閣総理

大臣には,国務大臣に対する罷免権をもっている。

つぎに,政党の問題がある。もし,政党が健全な形で存在しているとすると。つぎのように

考えられる。衆議院議員の選挙は,一面,内閣総理大臣の選挙でもある。絶対多数の政党の党

首は,当然,内閣総理大臣となる。そして,大臣を任命し,内閣を組織する。内閣総理大臣

は,政党を通じて,内閣と議会(国会)をコントロールすることになる。この点は,日本の総理

大臣も,イギリスの首相と全く同じである。しかし,現在の日本の内閣総理大臣がなかなか

リーダーシップが発揮できない。それには,つぎのような理由がある。現在の日本には,本来

の理想とする「政党」が存在しない。極言すれば,現在政権を担当している,自由民主党は,

政党ではない政党連合である。要するに派閥の集合体である。しかも,公明党との連立政権で
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ある。60)

たしかに,内閣総理大臣は国会から指名された。しかし,選挙結果の新聞・ラジオ

(radio) ・テレビ(teieVISlOn)の報道によれば,政党内の派閥の名前がでている。しかも,人

数まで報道されている。そこで,選挙の実体を考えてみると,国民は政党の党首に内閣総理大

臣になって欲しいと願っていたのではなく,派閥の領袖(親分)を内閣総理大臣としたいと願っ

ていたのではないであろうかとさえ思えてくる。このように考えてゆくと,現在の日本の総理

大臣は議会(国会)は,もちろん,自分が党首である政党までもが,コントロールできない状

態である。現実問題として, 2004年(平成16年) 1月31日未明「自衛隊イラク派遣承認案件」

の衆議院本会議採決には,古賀誠,加藤紘一両元幹事長が反対という意味の退席をしている。

亀井静香元政調会長も本議会自体を欠席している。この事実をみても,自由民主党が同一主

義・同一思想の政党であるとは思えない。ここに派閥の存在を認識するのである。61)そこに,

首相公選論が出現する理由がある。62)
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60)中日新開　平成15年11月11日　朝刊「自民党の派閥勢力」として橋本派46名,森派42名,堀内派

31名,亀井派27名,山崎派22名,高村派13名,旧加藤派11名,河野グループ10名(選挙後には追

加公認された江藤拓氏を含む)という報道がある。

61)中日新聞　平成16年1月31日　朝刊

62)中曽根康弘「首相公選論の提唱」弘文堂編集部『いま首相公選を考える』 (平成13年　弘文堂) 3-

54頁

(この小論は,平成15年度, 「かすがい熟年大学」における,講義案に加筆・修正を加えたものである。)
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